
Reviews on seafood distribution studies

言語: jpn

出版者: 

公開日: 2017-10-03

キーワード (Ja): 

キーワード (En): 

作成者: 

メールアドレス: 

所属: 

メタデータ

http://hdl.handle.net/2297/34410URL



 
1 

 

 
水産物流通研究における研究動向と今後の課題 

 

林 紀代美† 

†金沢大学人間科学系 〒920-1192 金沢市角間町 

E-mail:†hayashi@ed.kanazawa-u.ac.jp 

 

要旨 

 本研究では，高度経済成長期から 2000 年代前半にかけて取り組まれてきた地理学を中心とした日本

市場に関わる水産物流通研究について，その対象やねらい，考察方法や内容の特徴を整理し，研究の

動向を概観することを目的とする．これにより，今後の水産物流通研究での課題や留意点を見出した． 
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1. はじめに 

 

われわれの需要を充足する地球上の資源はその大半が陸域に存在するが，いくつかのも

のは水・海域に存在している．長い歴史のなかで，水産物は人間社会にとって水・海域か

ら生産される最も重要な資源であった（Coull 1993）．水産業，水産物は，人類にとって有

意義な活動，資源であり，栄養摂取を支える重要な産業，食料である．世界には商業的に

重要な水産物が多数あり，さらに多様な形態の製品が存在する．これら水産物の取引の複

雑性は，数多くの活動主体の存在と，多様な活動内容・方法，組織形態の存在により，一

層入り組んだものと化している（Anderson 2003）．この水産業活動について，今日あるいは

今後の展開，課題を考える際，例えば資源・環境の維持管理，領有の問題や，生産や流通，

消費のあり方や方法，後継者の確保と育成，消費の変化への対応，魚価問題，漁村文化の

維持など，論点とし得る課題は多い（例えば，磯部 2012）． 

これら論点のうち，ここでは流通・消費に注目する．流通の社会的役割は，人的（所有）・

場所的・時間的懸隔を橋渡しし，生産と消費をつなぐことで社会的効果を創出する点にあ

る（渡辺 1999:3-5）．自給的漁業は別として，生産物を確実に出荷できる経路が確保され，

より優位に販売されて対価が得られることは，関係者の生計の確立，水産地域の振興にと

って重要である．そのため，効果的な流通戦略を検討することは関係者にとって必要な取
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り組み，当然の行為であり，日々尽力されている．また，最終消費者にとっては,安定的に

供給されるしくみがあってこそ日々の食生活で魚介類の摂取が可能となる．消費生活を送

る者として，“自らが手にした食料品が，どこから・どのように届けられるか”，“どこで・

どのように生産されたか”など，食品の源泉への関心や疑問を発することや確認を試みる

ことは，食事行為の安全・安心を獲得する上でも，より豊かなライフスタイルを希求して

商品を選択する点からも，自然な発想，普遍的な課題である．したがって流通活動は，水

産物に関わるすべての人々にとって不可欠な働き・しくみである．水産物流通は水産業の

重要な一側面であり，水産業全体の展望には流通への注目を省くことはできない（Morgan 

1956）．よって，水産物流通に注目することは，意義深い取り組みである． 

水産物流通とそれを経て実現される消費現象に注目する場合，多様な地域，時代，活動

内容，魚種・製品種類などが,その対象となり得る．例えば，過去の食料供給（例えば，細

井 1966；荒居 1970；高瀬 1990；後藤雅知 2001），流通範囲の拡大や水産製品・情報の普

及過程（例えば，片上 1999；小岩 2000；辻 2003b）に関する研究がある．魚肥（例えば，

古田 1996；東 2002），製塩（例えば，廣山 1997），俵物（例えば，田中 1972b；荒居 1988），

タラやニシン（例えば，Unger 1980；カーランスキー 1999；田口 2002）などのように，政

治的・経済的に重要な商品となり，歴史の展開に大きな影響を与えた水産物への注目もあ

る．国を越えた取引の広がりとその影響，魚種やサイズなどの違いによる市場選択の考察

（例えば， Ly 2001；田和 2006）や，食料供給のための戦略の検討・調査（拓務省拓務局 

1938；岡本 1940；帝国水産会 1943），魚食普及対策（左近充 2001）もみられる． 

水産業は，漁業技術などの開発，冷凍技術の進歩や輸送手段の整備・発達，販売・消費

形態の変化などの変化を経験してきた．これらに対応して，腐敗性に強く束縛されてきた

水産物の流通構造はその空間的規模を広げ，20 世紀の間水産製品の流通，消費の様式は発

達を遂げてきた（Coull 1993）．この状況にあって，水産物の流通経路・構造や取引，消費

現象にみられる特徴を解明する研究は，諸外国でも取り組まれてきた． 

例えば，Gaston and Storey(1967）は，ボストン漁港の水揚物について魚種ごとの流通経路・

地域の広がりや関係業者らの経営形態を考察した．イギリスにおける水産物流通に関する

考察では（例えば，Goulding 1985；Symes and Maddock 1990），水揚地と内陸の消費都市と

をむすぶ流通システムの必要性が指摘され，その構造が考察された．また，鮮魚店から量

販店へと主な販売・購入場所が移動している点や，中食・外食産業や冷凍食品の利用の拡

大，健康志向の高まり，最終消費者らが抱く水産物に対する良好なイメージなど，水産物

の流通や消費の変化にも触れている．Gaston and Storey(1967）や Goulding(1985)では，カト

リック信者の信仰上の慣習が金曜日の水産物の販売・消費に与える影響にも注目された．
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Murray and Little(2000)は，冷蔵設備の不足から鮮魚流通の範囲が限られるスリランカの水産

物流通の課題を指摘した．ベトナムのハノイにおける鮮魚流通の構造や，関係者の活動の

結びつきの解明を試みた池口(2002)は，集魚圏内の生産地市場の動向や，関係者の居住地に

よる活動基盤の差異，扱われる魚種の多様な生産形態とそれにともない生じる流通の構造，

範囲の違いに注目する重要性を実証している．Bjórndal et al.(1992）は，イタリア・スペイ

ンのノルウェーからのサケ輸入の構造と，イタリア・スペイン両国での消費の変化（養殖・

冷凍サケ需要の拡大）への関係者らによる対応を考察した．アメリカのヨーロッパへのロ

ブスター輸出を考察した Chetrick(2003）では，ロブスターを EU に輸出して市場の獲得に

努める一方で，海外から大量にロブスターを輸入して小売業者や外食産業らの需要を満た

している点や，クリスマスシーズンを中心に出荷戦略を練る関係業者らの活動が明らかに

された． 

考察すべき対象は広範囲にわたるが，まず足元の活動への注目から始めることとして，

以下，本稿では，日本市場に関わる水産物流通研究について，その対象やねらい，考察方

法や内容の特徴を整理し，研究の動向を確認することを目的とする．日本は世界有数の漁

業生産国,水産物輸入国である．今日では，中国など他国が世界の水産物貿易・流通に与え

る影響力も拡大しつつある（例えば，Bean 2003）．また，日本から海外への輸出活動（例え

ば，浜松・婁 1999）や，世界市場へ影響を与えた日本の商品の開発・販売の例もある（辻 

2003b；Mansfield 2003）．しかし,今後の流通と消費のあり方を展望する前提として，今日ま

での日本の水産物流通の特徴や変遷の過程，変化への対応例や現れた課題に注目すること

は，重要な取り組みである．また，日本の活動を軸に関連各国の動向にも注目を広げるこ

とで，構造などを効率的に考察できる．以上から本稿での考察対象は，日本での活動，あ

るいは日本市場に関わりや影響がある海外の関係地域での活動とする．対象とする時代は，

戦争からの復興の影響が消え，現代の流通展開に直接的に連結しており，今日ある流通の

特色や問題を生み出してきた高度経済成長期以降とする．なかでも，国内漁業の生産の減

少や輸入の増加がみられ，ライフスタイルやニーズの変化に対応した流通・販売方法への

転換が進展した 2000 年代前半までの状況を中心に取り上げる． 

 

2.  漁業経済学分野での取り組み 

 

経済的活動としての水産業，水産物流通に関する研究は，主に漁業経済学や地理学で蓄

積されている．とりわけ近年の漁業経済学分野では，水産物流通に関わる活動の特徴やそ

の変化，発生した課題，組織再編などに迅速，活発に注目し，研究が蓄積されてきた．そ
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の考察の対象や方法は多岐にわたり，高度経済成長期以降の研究成果は多数存在する．こ

こではそれらのうちここ 30年ほどの成果を例に挙げながら，研究の動向に注目してみよう． 

主に取り組まれてきた研究の視点，内容としては例えば，輸入の増加やニーズの変化な

ど，活動条件の変化にともなう関係者や産地の対応や再編，競合を指摘，考察したものが

ある．例えば，アサリ漁業の対応を考察した片岡（2002），アジ加工展開を取り上げた本多・

小野（2000）のほか，カツオのたたき刺身製品の商品化（辻 2003a）や鰹節の加工業者と

二次加工品製造業者との分業化（中居 2003a）への指摘が該当する．輸入水産物や他産地

での水揚物を用いた加工活動を考察した例として，中継流通基地の出現（秋谷 1991）のほ

か，銚子地区のアジ・サバなどの塩蔵加工（張 1993；中居 2003b），那珂川地区のタコ加

工（増井 1990）なども挙げられる.国内漁業に関しても，濱田（1993），中居（1993）や山

本・亀田（1998）は，長崎や下関を事例に輸入水産物の扱いが開始された産地の漁港・市

場や関係者の動向に注目した．養殖業に関連したものでは，マダイ養殖地域の産地間競争

を考察した宋（1998）や，養殖ノリ産地の特性に応じた市場選択がみられた例（小高 1999；

婁 2000b）も活動再編の事例である．このほか，日本企業の海外生産拠点の開拓の拡大や

輸入活動に関わる企業の動向（長谷川 1988；山尾 1997），輸入増加が流通構造や国内産地

の活動に与える影響を考察したもの（秋谷 1995；有路 2003；佐野 2003）や，日本国内の

事情に加えて関係国で生じた活動条件に生じた変化も含めて注目し，双方の活動への影響

や組織・関係の再編などを明らかにしたもの（金・片岡 1998；張 1997；加藤 2002a）も

みられる． 

また，共販体制の確立や産直，加工などへの着手，観光との連携による出荷活動の改善，

販路開拓や付加価値向上対策への注目が挙げられる．例えば, 漁協共販による養殖ブリの加

工・出荷の展開を考察した姜（1998）では，市場での優位な評価や販路を獲得する上で出

荷の一元化や様々なサイズの生産物を出荷先ごとの志向に応じて活用する工夫，養殖産地

が加工まで実施したことなどが重要な取り組みとして指摘された. 技術開発や販売・消費形

態の多様化が影響した流通形態の変化については，活魚販売への取組みの考察（濱田 

1984；馬場 1992）のほか，呼子のイカの出荷・活用場面の転換過程を明らかにした廣田

（2000），直販やインターネット販売を考察した楫取ほか（1998）がある．直売所などでの

水産物の提供や都市と漁村の交流と，それらの活動の意義・課題ついても，考察が増えつ

つある（例えば，日高 1997，1999，2001；竹ノ内 2005a，b；三木 2006b）． 

マーケティングやブランド化への対応については，活動の構造・形態の類型化や意義，

課題の指摘（例えば，婁 2000a；波積 2002，2005）のほか，佐賀関町漁協や三崎漁協（宋 

2001；竹ノ内 2004，2005a）やズワイガニ産地（加藤 2002b）など各地の事例の考察があ
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る．島根県隠岐の岩ガキを考察した竹之内ほか（2003）では，他産地産との差別化とブラ

ンド化による価値向上を目指す過程で消費起点の生産・流通システムを構築することが重

要と考え，最終消費者との交流を通して販売戦略を検討した様子が報告された．岩手県の

カキ養殖業を考察した宮田（2005）は，産地の生産・出荷条件の長所や技術改良の成果を

生かして生産や販売を促進させる商品形態を選択し，市場での産地に対する評価を獲得す

ることで，他商品の出荷でも市場の信頼を拡大させた取り組みを明らかにした． 

あわせて，集荷構成の変更や水揚げ減少などにともなう卸売市場業者の経営展開や産地

の分化，機能再編（例えば,廣吉 1985；中居 1996；常 1999，2000）や，大規模市場卸売業

者による周辺市場の系列化や業務の多様化（例えば，山本 2000，2001），不均等・不完全

な情報の下での生産者と卸売業者らとの間の力関係や流通構造の構築（例えば，婁 1994）

のように，関係主体の組織構造や集荷・販売戦略の考察がある．量販店は，例えば市場外

流通の利用，トレイ販売・セルフ販売の導入，配送センターでの一括包装，海外での集荷

活動への参画など，より効率的な集荷・販売手法を導入し，水産物販売において重要な場

となった（例えば，福屋 1979；秋谷 1995；田坂 1995，1996；亀田 1998；濱田 1998；田

坂 1999b）．一方，濱田（2001）は，価格決定における力関係が川下優勢の傾向にあり，生

産者の収益向上や経営の安定化を考える際にも影響があると指摘している． 

そして，消費ニーズなど需要側の動向の分析とその変化への注目が挙げられる.例えば，

好まれる水産物の種類や形態の内容とその変化，地域差と属性による購買行動の差異の分

析（長谷川 1979；秋谷 1997；小川 1998；有路 2003；佐野 2003；秋谷 2006）や，輸入

水産物や養殖品，加工品を活用した外食・中食産業の発達や家庭内での惣菜利用の拡大へ

の指摘（例えば，田坂 1995，1998，1999a；山尾・鳥居 2000）などが該当する．平沢（1973），

秋谷（1988），多屋（1991，1995）では，水産物とほかの食料品との購買上の競合関係や，

国産品と輸入品の間での価格競合が指摘された．これら消費傾向の考察では，計量的分析

もある（例えば，多屋 1991；有路 2000，2003）． 

以上のように，漁業経済学分野の研究では，水産関係者にとって経営上関心が高い課題

や，各時代に発生した変化が取り上げられてきた．漁業経済学の場合，主たる研究の関心

は漁業者らの活動や組織に注がれ，関係者の活動の維持・拡大や，利潤の追求のための経

営の効率化，販路獲得につながる条件を析出することが主な目的である．あわせて，流通

展開の特徴，問題点を明らかにし，成果を基に関係者の活動改善に貢献することが目指さ

れる．そのため，経済主体間の力の均衡や取引構造，経営主体の性格とその類型により高

い関心が持たれる．また，生産物をより有利に販売する方法や経路，魚価の変動とその背

景や利潤規模，条件変化に対する産地の対応・再編のあり方，消費動向のような，流通の
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展開や対応策などへの注目が重視される．つまり漁業経済学分野での流通研究は主に，関

係者の組織構造や主体間関係，経営状態やマーケティング戦略などの解明に拠っており，

産業組織や経営体制・戦略の分析を得意とする． 

 

3. 地理学分野での取り組み 

 

では，高度経済成長期以降，2000 年代初めにかけての地理学における水産物流通研究に

は，どのような特徴や成果がみられるだろうか．流通の解明を中心的課題に掲げた地理学

的研究は，その蓄積が限られている．しかし，水産業活動を取り上げた研究のなかには，

言及の量の多少はあるが流通に関する考察，指摘もみられる．そこで本章では，経済的活

動としての水産業活動を対象とした研究について，流通に注目する方法や指摘された内容

などからその成果を確認，整理する． 

 

3.1 漁港・漁村の定義や分類と流通への注目 

 

地理学における経済的活動としての水産業への注目は，青野（1953a，b）が先駆的存在

である．青野は，活動の場が漁場（海域）と漁村（陸域）とに分離しているため，研究に

おいても漁業活動の展開や環境条件の分析と漁村の構造や生活の分析との密接な関係を考

慮する必要性を説き，各地の漁村の活動展開や存立要因を考察した．しかし，海域と陸域

とのつながりへの注目に比べ，水揚後の水産物の扱い，漁村地域と出荷地域との関連の考

察が少なかった．その後，水産地域，漁村形態の分析が，薮内（1958），新宅（1968），柿

本（1975）などにより取り組まれた．これらの研究では，漁業者による海域の利用，漁場

条件と漁業活動との関係や漁村社会の特性，労働・雇用形態といった海域から陸域（漁村）

にまたがる範囲での人間活動と環境との関係性の解明が主要な目的であった．そのため，

販売活動については若干の言及にとどまり，漁村地域と販売・消費地域との関係や流通展

開などの解明には至らなかった． 

大島（1972）は，養殖業地域の形成過程や活動展開を文化人類学や生物学などの見方や

成果，文化的側面にも考慮して考察した．様々な魚種や地域での事例考察では，産地の形

成過程や活動展開，経営・雇用形態などの解明が主たる作業であった．大島の取組みに関

して特記すべきは，補論ではあるがハマチ養殖業の考察において消費動向の調査も試みて

おり，ニーズや嗜好を把握する重要性を説いている点である（大島 1972）．最終消費者の

反応や購買行動などについて，漁業経済学など他分野では関心が高かったが，その後の地
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理学での研究では大島の試みや着眼点が十分継承されなかった．なお，近年の漁村の存立

形態に関する研究のなかには，流通展開を含む経済的活動が漁村の維持，存立を左右する

点に言及したものもある．例えば山内（2000）は，新技術の導入による漁獲の増進に注目

し，漁業所得の上昇が世帯再生産にあたって経済的保障を与えている点を指摘している．

そして，資源減少や魚価の低迷といった問題が憂慮される現状にあって,流通への対応に今

後も注意が必要であるとしている． 

一方で，前述の研究が報告された時期には漁業技術の進歩や漁船の大型化・動力化など

にともない，沖合・遠洋漁業の活動の拡大や水揚げの増加などがみられた．特定の漁港は

漁業根拠地としての機能を強め，水揚魚種に応じた関連施設が集積された．それらの漁港

には，多数の漁船と水揚げが集中した．その結果，大規模漁港を根拠地とする漁港漁業が

発展した（青野 1953b；篠原 1989b）．これを背景に，漁港機能の集積や，漁業活動の発展

過程や範囲の拡大への注目などから，商業的な水産業の分析に着手するものも現れた．こ

の過程でまず，漁村と漁港の分離の分析，漁港の分類について多くの成果がみられる．漁

業経済学においても漁業資本の発展との関連から産業組織や漁業者の階層が段階的に変質，

分化する点に注目して漁港の分化の考察がみられたが（例えば，小沼 1957），場としての

漁港の位置づけや，漁港地域に内包される施設，機能などの指摘，漁港の類型化は，地理

学からの考察がより盛んであった． 

例えば，青野（1953a，b）は，漁村の立地や営まれる漁業活動の決定要素として，沿岸

の地形や漁場の環境，生息する魚種と使用する漁具，漁場との距離に左右されるほか，漁

村と消費地を結ぶ交通条件や位置的関係，近代的・大規模漁業との関連程度，活動にとも

ない形成される組織のような人文的要素も重要と指摘した．薮内（1960）は，漁業資本の

発展，集中とともに漁港集積が顕著となったとし，集積地点は漁場，漁港，市場との関係

が社会経済制度上最も合理的に構成され得る形態で決定され，その程度は各漁港の水揚高

の相対的比重（属人・属地水揚）の歴史的変化を指標とすることが妥当としている．漁港

については，漁船の根拠地，漁獲物の水揚地であり，消費者に配給される市場機能の最初

の段階にあるもの（薮内 1960：114-115）と，流通機能にも言及して定義した．島田（1964）

は，個別の漁村・漁港の性格把握にとどまらない，日本全体のなかでの個々の位置づけの

必要性を主張した．漁船の動力化の進展程度を指標として，都道府県別，経年的に漁村・

漁港の地域的特性を整理した．ただし，都道府県単位での分析であるため，個別の漁村・

漁港の全体に対する位置づけには十分至らなかった． 

以上の研究は，出荷機能への言及も若干あるが，あくまでも漁業資本や漁港機能の集積

を指標とした漁港そのものの規模分類や，漁村と漁港との分化に関する分析に拠っている．
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この状況にあって楠原（1961）は，サンマ水揚地の八戸・塩釜・銚子漁港による消費地で

ある東京市場，地方市場への出荷展開について考察した．その際，水揚量，魚価，出荷量，

出荷先の変動と他漁港の動向とその影響に注目し，3 漁港と消費市場との関係を分析してい

る．出荷活動を取り上げ，漁港地域の外側にある関係地域との結びつきや，ほかの漁港地

域との競合関係に注目した点で，楠原の考察は当時の貴重な試み，成果といえる． 

あわせて，各地に出現した大規模漁港に注目した類型化や立地分析も試みられた．大崎

（1967）は，主要漁港をその形成過程と地理的条件を指標に分類し，3 つの類型を示した．

その際，海上の産業である漁業の性質上，商品市場は水揚地に形成され，漁港には産業の

中心地としての魚市場が存立するとし，その所在は漁港成立の重要条件と指摘している．

そして，魚市場（卸売市場業者）の存在とその発展過程，漁港漁業の発達とを関連付けた．

大崎の取り組みは，水揚物を商品市場に結びつけ，消費地へ出荷させる卸売市場業者の存

在を考慮した点で評価される．しかし，卸売業者の経営形態に注目した産業組織論的分析

が中心であり，流通による漁港地域外との関係の広がりや構造までは考察に含められてい

ない． 

山下（1968）は，漁場，漁港，市場の密接な結びつきに留意した研究が必要とされる点，

漁港は生産と消費の結節点として重要な役割を有していることを指摘した．また，活動や

水揚地の規定する要因のひとつとして魚価が重要であるとし，より高水準の魚価形成がな

される漁港への水揚志向や，生鮮仕向けの出荷割合の高低が価格決定の一因となる点，大

消費地への出荷条件に恵まれた漁港が有利である傾向，魚価決定への全国的な需給構造の

影響を考慮すべき点を指摘している．長谷川（1969）は，東北地方の漁港の規模分類を試

み，指標として市場機能，漁獲物の処理施設機能，出漁準備機能を採用した．漁港の発展

は，漁船の入港や活動の利便性だけでなく，水揚地として漁場や消費市場との位置的な結

合関係を前提とし，水揚物の取扱能力が問題となると指摘した．そこで，卸売市場の有無

と取扱金額，仲買人数（市場機能）と，製氷・冷凍・冷蔵能力，水産加工場数（処理施設

機能）を取り上げ，水揚物が消費地に分配される過程で必要な機能へ注目した． 

これらの研究では，水揚後の商品市場との関係にも配慮し，卸売市場など水産物を扱う

機能・業者らの存在に注目を向けている点で評価される．しかし，あくまでも漁港の分類

が中心的課題であることもあり，出荷活動やその範囲，消費地市場との関係性などの具体

的な考察までは取り組まれていない． 

その後の全国的な主要漁港の分布や立地検証としては，各港の属地陸揚量を指標として

考察した島田（1977）がある．このなかで属地・属人水揚規模の差について言及し，地元

外水揚げや特定漁港への水揚集中が発生する要因の一つとして，消費市場との位置的関係
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や水揚物の保蔵・加工能力の優劣を挙げている．相澤（1977）も，水揚集中や属地水揚量・

属人漁獲量対比の比較から主要漁港の特色を考察している．また相沢は，漁港の流通機能，

産地市場の存在の重要性を指摘している．なお柿本（1977）は，魚価決定要因に注目して

計量分析による漁港の分類を試みた．その結果から，特定漁港内部の要因のみでなく，水

産物流通に関する全国的趨勢，需給関係や消費構造などの影響や，水揚物の集荷・処理・

保蔵能力などにも考慮が必要と指摘した． 

田中（1980）は，冷凍品・輸入品の扱いの増加や一般港湾を介した水産物流通の出現も

考慮して，船溜漁港から巨大漁港まで 5 つの漁港類型を示した．類型を検討する上で注目

する要素として，流通と消費も挙げている．具体的には，集出荷活動の圏域の広さや取り

扱われる商品の内容，出荷市場の違い，価格決定力の程度，加工原料の移入や水産貿易の

有無により，区分に差異が生じるとしている．消費については，消費の規模や主な商品内

容（鮮魚，塩干品，冷凍品）の差や，加工原料への利用の状況から，自家消費や地域内消

費から大都市を中心とする大量消費まで区分の違いを生じさせるとした． 

近年では篠原（1992）が，先の大崎（1967），相澤（1977），島田（1977），土井（1977）

田中（1980）が漁港の成立・発展を検証，分類する重要な指標として水揚量を取り上げた

ことを踏まえつつ，新たに魚種構成への考慮を加え，水揚量を指標として主要漁港の性格

の分類とその分布を計量分析した． 

 

3.2 漁港漁業の発展，構造や産地形成の考察と流通への注目 

 

前節の取り組みと同時に，個別の漁港漁業の発展の過程や機能集積も考察が進んだ．土

井（1959）は，以西底曳網漁業の根拠地（下関・戸畑・長崎・福岡）について経営・雇用・

労働形態から区分し，根拠地の発展や移動の過程に注目した．根拠地の発展や移動の要因

として，漁船団の経営体系の相違や資本や機能の集積の程度が強く影響しているとした．

同時に，市場との距離や流通機能の発達の影響もその盛衰に関与していると指摘している．

相澤（1972）は，下関漁港を取り上げ，根拠地の成立過程と流通機能の変遷を考察し，ま

た対岸の門司港の影響に注目した．相澤（1977）は，漁港成立の重要な機能として産地市

場の存在や活動形態に注目した．事例として下関漁港とその周辺漁港の水揚物に関連する

下関漁港市場と唐戸市場，北浦方面からの行商を取り上げ，活動や取扱内容，流通経路・

範囲を考察した．この研究は，単に漁港機能や水揚規模の考察にとどまらず卸売業者や仲

買人らによる集出荷活動に言及し，流通構造の解明にも貢献した点で評価される．ただし，

出荷後の流通展開や市場での評価や位置づけなどまでは注目されず，漁港地域内部の活動
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展開や機能，構造の解明が主であった． 

マグロ遠洋漁業に関しては，古川（1959）が三崎漁港を取り上げ，漁船や労働力，大手

水産資本の集中に注目して根拠地としての発展過程とその要因を考察した．当時の三崎は，

有力商人，販売機能，卸売市場の存在や決済機能の利便性の高さ，消費地域との近接性な

ど，好条件を備えていたとしている．その後の三崎漁港に関しては楠原（1962）が，水揚

減少の一因として海外漁場に進出した漁船が契約先の大手商社らを通じて外国基地に水揚

げするようになり，国内水揚げする場合も清水など貿易港に寄港し，市場外取引により商

社らに売り渡す形態が増加したことに触れた．また楠原（1964）は，清水港でのマグロや

カツオの水揚げに注目し，他港の遠洋漁船による水揚げの増加や，漁業者と缶詰・冷凍業

者との市場外での直接取引の増加を確認した．土井（1968）は，マグロ遠洋漁業の発展に

ついて三崎・焼津・清水での活動展開の比較や勢力の変動から考察し，三崎の活動の低迷，

清水の活況を指摘している．このなかで，1960 年代の 3 港での活動の盛衰は特に，冷凍品

の処理能力，大手資本や貿易商社の活動への進出，取引形態の変化，国際的な魚価の推移

のような，より大きなスケールでの流通動向，社会経済や外部要因の変化などの複合とそ

れへの対応の結果から生じたとしている． 

その後，大崎（1974），土井（1977）が，冷凍保蔵機能の強化や，大手水産資本への冷凍

魚の市場買付権の認可，海外操業の変化などが影響して，1960 年代後半にかけて三崎漁港

での関係者らの活動が回復した状況を考察した．1960 年代末からの三崎漁港の水揚減少，

清水港の活動発展については，楠原（1976）も確認している．三者は，漁船の冷凍機能の

向上と一船買い方式への取引形態の変化や，水揚物が冷蔵倉庫で保存され市況に応じて直

接消費地へ出荷される流通形態が主流となったことにより，出荷調整に対応し得る冷凍倉

庫機能の規模・能力や一船買いへの対応の差異が，各漁港の水揚増減に影響を及ぼした面

を明らかにした．土井（1968，1977）や楠原（1976）が指摘したように，扱う魚種や対象

漁業種によっては，従前漁港立地の条件とされていた消費地との距離の問題だけでは漁港

活動の盛衰を十分説明できない場合もある．個別漁港内部の活動や機能の構造やそれらの

変遷への注目にとどまらず，社会・経済の全国的変化や他地域の活動より受ける影響のよ

うな外的要因への一層の配慮が求められる．またこれらの研究では，大手水産資本や商社，

仲買人らの存在や活動への注目があった．しかし，出荷後の流通までは考察に含まれなか

った． 

そのほかに同時期には，伊藤（1960）が道東海域の沖合漁業根拠地である花咲港の活動

展開と成立要因を考察した．楠原（1966）は，遠洋漁業の船籍地化したものの，水揚げは

仲買資本の活動が活発で出荷条件が有利な塩釜に集中した石巻の事例を取り上げた．楠原
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（1977）は，塩釜と石巻について漁業活動の内容の変化や，環境対策に関する規制の強化

が両港の活動に与えた影響に注目した． 

そして 1980 年代末には，波崎漁港（篠原 1988），銚子漁港（篠原 1989b）について，多

獲性魚種の大量水揚に支えられた漁港漁業の発展過程や漁港機能の集積，漁場や資源など

活動基盤の状況，操業場所や水揚地点の選定，漁船や水揚げの集中とその活用が考察され

た．篠原による両研究は，海域から陸域に漁獲物が水揚げされるまでの活動の考察が中心

である．そこで篠原（1991）では，銚子漁港の主要水産物に関する集出荷活動の解明に着

手している．考察では，魚種別，用途別の流通に注目し，銚子漁港市場や加工業者への水

産物の集荷先と銚子からの出荷先の分布を明らかにした．漁港地域と出荷地域との関係に

着目した点は，従前の水産業活動，漁港漁業に関する地理学的研究に不足していた側面を

克服する取り組みとして評価される． 

また同時期には，地域の中小の沖合・沿岸漁業においても資源状況の悪化や操業規制の

影響，魚価の低迷の影響を受け，活動の転換を迫られた．日本海西区を対象とした田中に

よる一連の研究（1987，1988，1989）では，各漁港の操業状況と収益を向上させるための

工夫について考察，指摘している．その中で，生産物の出荷先への言及もみられた． 

なお，食生活の多様化をうけて，養殖業における主要産地の形成，変容や輸入水産物の

生産に注目した研究もこの間取り組まれてきた．例えば，アユやウナギの生産が各地で展

開，拡大された．アユ養殖の産地形成に関しては，坂東（1974）や井村による一連の研究

（1987，1989，1992，1993，1994a）が挙げられる．これらの研究では，水質や水温，養殖

を行う上での環境条件や種苗・飼料の供給の構造と産地成立との関係や，養殖に参加する

過程・背景，養殖業者の活動展開と経営形態の類型，条件変化にともなう首位産地の移動

の過程などが考察，解明された．一連の研究を通して井村は，産地形成の要素の一つとし

て販路条件に注目しており，市場との関係の構築や出荷先の広がり，出荷に関わる活動や

組織の形成，市場との関係から判断される出荷形態（鮮魚・冷凍品，河川放流用種苗，友

釣り用アユ）の選択行動などを明らかにしている．また井村（1995）では種苗供給に関わ

る配給業者の活動や地域間の結びつきを，井村（1999）では輸送環境の変化にともなう徳

島産アユの流通への影響を考察している．同様にウナギに関しては，例えば坂東（1989），

井村（1994b），塚本（2000，2001）が，養殖地域の形成過程や活動を維持するための対応，

燃料費高騰やシラスウナギの不足，輸入ウナギの流通拡大などの変化への対応，経営形態，

生産資材の供給構造を考察している． 

そのほか，沖縄県における養殖モズクの産地形成の過程や成立要件を考察した森（2003）

では，出荷作業，流通の構造と課題，販路開拓やブランド化への言及がみられた．また海
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女・海士漁業の存立条件を考察した大喜多（1989）では，他漁業種や他産業への就業との

組み合わせ，対象魚種と漁獲高，男女従事者間の違いなどに注目し，生活経済を成立させ

る上で各地域での潜水漁業の位置づけや実施の形態に差異が生じる点を見出した．その際，

収益の確保のために各地域が選択した流通方法や出荷地域の広がりにも注目している．輸

入関連の研究としては，森（1991，1992）は，エビの対日輸出に関わる海外生産地域での

活動展開や産地形成を取り上げた．そのなかで，生産から輸出されるまでの流通構造の考

察や，日本と輸出国との関係への言及がみられた． 

以上，産地形成の研究では，その成立条件や経営形態，地域の中での産業の位置づけの

分析が中心的課題ではあるが，高収益が得られる販路の存在，確保や生産資材の安定的な

調達が活動を開始・継続する上で重要な条件であることから，流通方法や生産資材の供給

構造への注目がみられる． 

 

3.3 流通の活動展開や関係地域の広がりへの注目 

 

上述してきたように，漁港漁業の発展過程の解明や漁獲物の海域から陸域への受け渡し

に関わる活動や機能への注目，主要産地の形成や変遷を中心に，水産業に関わる研究が蓄

積されてきた． 

一方，水産物流通への注目が研究の中心であるものは，田中（1957）による塩と水産物

の移入経路の解明に遡る．そこでは，流通の経路や範囲は，気候や地形など自然的条件の

ほか，運搬手段や関係業者の勢力圏，商品の性質など諸要素が複合的に影響して形成され

ると指摘された．同研究の目的は，鉄道開通前の沿岸部-内陸間の交通の分析であったが，

塩や魚の生産地から消費地までの流通経路の広がりや取引の構造などが克明に調査された

点や，生産から販売までを対象として考察された点など，水産物流通研究のあり方に対す

る有益な示唆を有していた．しかしこの後，水産物流通の解明を中心的課題とした研究は，

漁港漁業や主産地形成の解明と比して増加しなかった．以下では，考察の多少や方法に差

はあるが，前述までに触れた研究成果以外で，水産物流通への注目，言及を含む先行研究

について，その内容や特長を整理する． 

田中（1966）は，生産地市場と消費地市場との結合関係の解明が進んでいない点を指摘

し，流通構造の考察を中心的課題とした．主要漁港・魚種に関して，用途別・仕向先別の

出荷状況を整理し，輸送力の差異や市場との距離，冷蔵・加工機能などの集積の状況など

により各漁港地域からの出荷内容や方面に違いが生じること，出漁根拠地化する漁港と流

通の中心となる漁港とに分化することを確認した．田中（1971）は，山陰地方の中小・零
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細の漁港，産地市場での流通展開とその差異を考察した．具体例として，共販体制が確立

され，中核となる舞鶴・宮津港などに水揚物が集荷されていた京都府沿岸の場合と，各々

の産地市場が独自の販路を確保してきた経緯が小規模漁協の乱立，残存に影響している山

口県沿岸の状況を確認した．田中（1972a）では，離島のもつ水産物流通上の課題を明らか

にするため，歴史的背景も踏まえながら，隠岐および五島の漁協の活動を考察した．隠岐

の場合，本土の流通業者の取引力が強く，第一次的な価格形成をする産地市場が島内漁港

に存在しない点を確認した．そして島内の漁港は，出漁根拠地，本土市場に対する荷捌機

能をもつ港としての位置づけに甘んじていると指摘した． 

仲買人らの活動や流通の圏域に言及した研究として，楠原(1971，1972)は，消費市場から

遠隔地にある五島列島の中小漁港の水揚物出荷に注目し，島内出荷拠点への集荷と消費地

への出荷にみられる地域間の関係を析出した．遠洋漁業については，島内ではなく直接本

土の大規模漁港に水揚げされていた．沿岸漁獲物の流通経路の選択においては魚種の違い

が影響し，島外の大都市消費市場への共販出荷には高価格で取引される品質の高い魚種が

選択されていた．共販出荷を活用することで輸送上のコストやロスを削減し，島外，特に

県外市場への出荷増加に結びついた．島内の中核的な福江港は，流通に関しては島内・県

内消費仕向けの出荷機能が中心であった．県外大都市市場への五島産水産物の流通は，福

江以外の漁港から長崎・佐世保を中継した共販出荷に依存している実情が明らかになった． 

そのほか，田坂（1979）は，焼津魚市場でのカツオ取引に注目し，大手水産会社や商社

らの買付活動への進出によるカツオの流通構造の変化にともない市場の仲買人の階層分化

や取引の縮小が発生した過程や，魚市場から仲買人への流通について，仲買人の活動性格

別・魚種別に経路を明らかにした．篠原（1989a）は，郡山地方卸売市場を事例に，主要魚

種別に卸売業者による集荷先を調査した．魚種の価格帯や生鮮・冷凍のような商品形態の

違いにより，集荷範囲の遠近に差が生じた．従前の研究で注目が乏しかった消費地の卸売

市場での集荷活動の解明を試みた点で，この考察は評価される．田中（1980）は，輸入水

産物の流通を取り上げ，東京港などの商業港湾や成田など空港などでの取扱活動の存在と

その重要性，総合商社や大手水産会社らによる市場外流通の発生に言及している．この研

究は，地理学分野で水産物輸入を取り上げた草分けである．なお，輸入品に多く含まれる

冷凍水産物の流通に注目する際には，冷蔵倉庫の立地分析（例えば，安積 1990）の成果も

参照できよう． 

水産物販売のなかでも行商に注目した一連の中村の研究（例えば，1985，1986，2002，

2003a，b）では，在来型行商人と自動車営業者の販売地域の範囲や分布，それらの変容の

比較と，行商人の行動分析に取り組まれた．従前考察が少なかった販売段階の構造の解明
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に着手された点で，有意義な成果であるといえる． 

加工業に関しては，渡辺による一連の研究（1972a，1972b，1976）では，北海道各地に

おける加工原料供給，水産物流通に注目してその地域間の関係や集出荷の圏域が考察され

た．銚子の事例を考察した篠原（1995）は，冷蔵能力や輸送条件の向上による出荷範囲の

拡大や大規模・周年操業の実現，原料の他地域からの移入，同魚種の加工でも出荷地域に

より製品タイプが異なる点に言及した．また篠原（1998）は，秋田県のハタハタの流通経

路の解明を試みた．これによると，資源減少による供給不足を補うように他府県からのハ

タハタ移入が確認されたほか，加工原料として韓国・北朝鮮産輸入ハタハタの存在が指摘

された．香住のベニズワイカニ加工業の展開を考察した中沢・元田（1999）は，加工業の

成立過程や漁獲・加工活動の展開のほか，製品出荷までのカニの流れや商品性格により限

定される出荷先の広がり，輸入原料の利用に関しても言及した． 

このほか，魚腸骨処理の展開を考察した外川・松永（1997）や漁業経済学の古林（1998）

のような「廃棄」「循環」段階への注目も，今後の流通研究に必要な視点といえよう． 

そして，これまで紹介した地理学での取り組みも踏まえつつ Shinohara（1994）は，生産，

流通，消費の相互関係を考慮して水産業の空間組織化に注目した Coull（1993）の成果を援

用し，大規模漁港を中心とした研究成果から水産業全体を見渡すことを試みた．そして，

漁港を核として漁獲空間，水産物水揚・加工空間，消費空間が相互関係を持ち，全体とし

て水産業空間を構成すると指摘し，空間内の構成要素の配置，関係を描出した．この水産

業空間は，生産から消費までを一体的にとらえ，流通構造全体を視野に入れている．また，

取扱魚種や機能集積の度合いによる関係地域の広がりや活動の発展の違いを示している．

Shinohara（1994）が示した水産業空間の構造や考え方は，地理学分野で注目が乏しかった

漁獲や水揚げが行われている場の外側にある地域との関係も含めて，水産業活動を捉えよ

うとした点で特筆される．しかし，漁港漁業の発展や構造の解明を試みた研究の成果を基

に検討されたこともあり，各空間中に配置される活動要素，機能の把握や，漁港の役割が

重視，強調された空間構造の説明に留まった感がある．消費空間での水産物の取扱状況の

考察や，消費動向やニーズ，水産物への評価が生産や出荷，販売活動に与える影響の考慮

までは十分対応されなかった． 

以上のように地理学においては，漁港漁業の発展過程と機能集積，地域における産業の

位置づけの解明を中心に研究が進められてきた．活動により特徴付けられる地域経済の様

子や，活動地点の分布とその背景，各地域の活動展開の比較から得られる地域特徴の析出

や類型化に，研究の関心が集まった．経済主体や関係施設など存在する場・地域が水産業

活動により特徴づけられる過程や要因や，機能の配置など対象とする地域内部の構造の描
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出により力が注がれた． 

一方で，流通に関わる活動の広がりや地域間の結びつき，関係地域・主体の流通上の位

置づけや役割の差異を分析することは，地理学がより貢献できる場面であると考えられる

が，従前の研究では十分な取り組みに至らなかった．また，消費段階への注目は限られる

傾向にあった．そして，研究対象地域の特徴を明らかにし，地域の現状や問題点を指摘し

ているものの，地理学内部に成果を還元することにとどまってきた感が否めない．各地で

みられた流通改善に役立つ取り組みの方法・手順，関係者の知恵や示唆を集約し，関係地

域・主体や教育活動に情報や学びの場面・材料を提示すること，関係者間を結び付ける支

援などについて，取り組みや貢献は全般的に乏しかった．そのことは，成果の蓄積は多い

ものの他分野と比して地理学的研究が評価されにくい一因と考えられる．水産業活動がみ

られる地域の内部構造，流通展開や地域間関係を考察して特徴や課題を考察，指摘するこ

とに加えて，その成果を基に活動改善や学習などに有効な情報や手続きを整理して関係地

域・主体や教育活動に還元する道を模索することも，地理学的研究が取り組むべき今後の

課題と考える． 

 

4.  残された課題や追加，考慮すべき考察の対象，視点・手法 

 

漁業経済学と地理学による研究は,その方法やねらい，主に注目する対象に違いがある．

しかし成果はともに，より活発で効率的，優位な水産業活動の展開とそれを基盤とした地

域経済の存立，地域が有する価値の創出を理解，検討し，実現していく上で有効な情報や

示唆を多く含む．両者の研究方法や視点，成果を尊重，融合しながら，水産物流通研究の

一層の深化を図ることが必要である． 

両者による従前の研究では，流通の特定段階とその隣接段階の一部，特に生産や加工，

出荷に関わる地域・主体について，活動展開や組織構造，機能集積を解明することに力が

注がれてきた．それら関係地域・主体の内部構造の考察は，流通展開の理解のために不可

欠な作業である．一方，生産から消費までを研究対象に含め，流通の各段階を連結して捉

えようとしている Coull（1993）や Shinohara（1994）のような視点の登場も，地理学分野の

取組みで確認された．漁業経済学にあっても，より最適な流通の実現のために，消費動向

やニーズを考慮した販売戦略や経営体制の改善の検討に取り組まれている． 

地理学的研究は，「場」がもつ位置づけや役割，「広がり」の析出を得意とする．地理学

的考察により明らかになったそれぞれの活動地域の有する特徴や活動を支える背景，流通

上の役割・位置づけの違い，他地域との結び付きや圏域の広がりと言った知見を生かすこ
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とで，より適切に，効果的に関係地域・主体の特性や資源，魅力を活かした水産業に関わ

る活動地域の形成，流通展開や市場の選択の検討や取組みに貢献できる．後述とも関連す

るが，地理教育との深いかかわりを持つ地理学は，人々の学びの充実に寄与できる潜在的

可能性と，考察の深化に必要とされる技能を持ち合わせているのではなかろうか． 

本稿を閉じるにあたり，前章までの先行研究の概観から得た水産物流通に関わる研究の

動向を踏まえながら，また今日の水産業や水産物流通が直面している諸課題（例えば，林 

2007；磯部 2012）を考慮して，研究に取り組むにあたって残されている課題や加えるべき

考察の対象，視点・手法を見出すこととしたい． 

 

4.1 考察の注目点，手法に関わる課題と考えられる改善策 

 

まず，研究の注目点，方向性に関わる課題としては，以下の観点が挙げられる． 

第 1 に，Coull（1993）や Shinohara（1994）の視点は，特定段階の活動や組織の詳細への

注目に終始しがちであった従前の考察形態の改善につながるものであり，水産物流通研究

の充実に有効な考え方であるといえる．しかし両者の研究にあっても，水産業空間を発生

させ，空間全体を一体化する流通について，経済主体の行動やその重要性・背景,彼らの活

動地域の広がりなどは十分に注目，解明されていない．また，従前の地理分野の研究では，

販売・消費段階の活動内容，販売業者や最終消費者など需要者の商品・出荷地域に対する

評価への注目や，消費動向が他段階に与える影響を考察に取り込む姿勢が不十分であった． 

第 2 に，研究手法は，核となる漁港の水揚規模の大小や機能集積の程度を指標とした活

動の評価に偏る側面があった．しかし，活動で扱われる品の品質や産地の差異も，流通展

開や関係者による評価や選択，販売・消費動向，価格帯などの違いを生む要因となり得る．

また，同魚種での用途や流通経路・範囲の違いや，需要者による評価の差異と，それらが

関係者や地域の流通上の役割や位置づけに与える影響はその解明が限られている． 

第 1・2 点の課題に関わって，流通構造とは，流通経路，取引形態，関係企業の機能およ

び形態，物的流通施設などの相互の結合関係，そのメカニズムである．その構造は，商品

の生産・流通・消費の各段階の発達程度と商品の性格により一義的に定義され，流通を取

りまく諸条件やその変化に対応して変化する（長谷川 1984：1-2）．そのため，考察する際

には生産から消費を一体化し，さらに背景にある社会的・経済的・技術的要因を考慮しな

ければならない（野尻 1997：208）．また近年の食品流通では，消費・販売段階（川下・川

中）のニーズが販売・生産段階（川中・川上）の活動に強く影響を与えている．そのため，

消費者理解や顧客との情報交流とそれを踏まえた商品の提供への取り組みが重要とされて
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いる（杉本 1997a；上原 1999；高橋 2002；波積 2002；竹ノ内ほか 2003；Phyne and Mansilla 

2003）．水産業の関わる活動地域は，当該地域が有する資源や機能，人材，環境条件などだ

けでなく，集出荷活動や流通・消費動向の変化，販売・消費地域との交流やそこでの反応

などの影響も受けて，その活動の内容や結びつく圏域などを変化させ，果たす役割や流通

の中での評価を獲得，維持することで特徴ある地域を形成する．その点で，販売・消費地

域の人々も，水産業に関わる活動地域の形成に無関係ではない． 

以上を踏まえると，関係する場や主体を個別に考察するだけでは，流通構造の把握やそ

れ全般に関わる問題をつかみきれない．水産業のより深い理解には，生産から消費に至る

水産物流通全体を視座においた統合的研究が重要である．その際，各流通段階をつなぐ活

動を担う関係者に注目し，彼らの集出荷活動を考察することは，有効な手段のひとつと考

えられる．漁業経済学での取組みのような主体の活動の実態や戦略，消費者理解などへの

注目も加えつつ，地理学的研究が得意とする流通の圏域の分布や機能集積の程度など水産

地域としての内部構造，地域特徴の把握，他地域との特徴の比較などを進めることで，流

通における関係地域・主体の役割や位置づけや水産業に関わる活動地域の形成状況を明ら

かにする手法は，より充実した水産業，水産物流通の構造や特徴，課題の解明に資する．

考察を進める際には，消費者の心理・行動特性とその影響（例えば杉本 1997a・b；小川ほ

か 2003；荒木 2006；久賀 2008）や消費の二極化の進展の影響（例えば，荒井 2007）のよ

うな環境条件などにも関心を向けていくことが求められる． 

生産から消費までを一体的に捉える取組みに関連して,食料供給に関係する諸機能の相互

関係，それに影響を与える諸制度，技術革新など全体を一つのシステム－フードシステム

－として検討する必要性・有効性が指摘されている（例えば，荒木 1995；高橋 1998；伊

藤 2001；荒木 2002；高橋 2002）．フードシステムとは，生産の場である農林漁業（「川上」），

生産者と最終消費者を結びつける卸売業者や加工業者，輸送業者（「川中」）や小売業者，

外食産業（「川下」），そして最終消費者（「みずうみ」）からなる食料供給について，関係諸

制度，食文化，技術革新などの影響もうけながらその全体が一つのシステムを構成してい

ると理解するものである（高橋 1998，2002）．流通変化の発生にともない，消費と生産（「食」

と「農」）との距離の拡大が顕著となり,食品は複雑な経路，多くの主体,多様な処理・商品

化の過程を経て最終消費者のもとに供給されるようになった.「距離の拡大」には，生産地

域の遠隔化のほかに，生産から消費までの経過時間の拡大，生産時と購入時では形態が異

なる食品の流通・消費も含まれる．その結果，関係者が自身あるいは直接取引のある相手

の行動に注意を向け，流通展開を検証し，活動の改善を検討するだけでは流通の全容が見

通せず，流通上の問題点を十分捉えることができない（高橋 1998，2002）．そこで，より
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効果的に食料供給を考察・改善する新たな視点として，従前個別に考察，注目されてきた

生産，流通，消費を相互に関連付け，主体間の関係や役割，商品や情報の流れなどを統合

的に解明する研究視点に注目が集まった．この視点を活用することにより，供給における

主体間の提携関係とその改善策を検討することや，関係性マーケティングの構築などにも

寄与できる（斎藤 2001；梶浦 2002；斎藤・櫻井 2002；高橋 2002；清野 2004）． 

農業に関わる地理学的研究においてもフードシステムの理念は重要とされ，流通の過程

で形成される地域間の結びつきや広がりなどを捉える点で，地理学からの取り組みが独自

性や有効性を一層発揮できると指摘されている（例えば，荒木 2002，2004；伊賀 2004）．

農産物と同様に，水産物の流通構造やその空間的規模は，生産から消費の各段階の変化や

流通関わる諸要素の相互関係に規定される（Morgan 1956；Coull 1993；Shinohara 1994）．技

術革新や販売・消費のニーズなど流通を取り巻く条件やそれらの相互関係の影響を受けて，

水産物の生産から消費までの流通構造は著しい変化を遂げている．したがって水産物流通

に注目する上でも，上述したフードシステムの理念や農業地理学研究における試みを援用，

参照することは，より深い現状の理解や問題解決を達成するうえで有効な方策といえる． 

2001 年に成立した水産基本法では，水産物の安定供給の確保と水産業の健全な発展が基

本理念に掲げられた．1963 年に制定された従前の沿岸漁業等振興法と比して，流通や消費

も含めて水産業を考え，「売る漁業」への転換による水産振興を意識している．この点を考

慮しても，流通を軸に生産から消費までを見渡す研究姿勢，手法は，水産業に関する諸問

題の析出，解決に有益である．地理学的考察により明らかになったそれぞれの活動地域の

有する特徴や活動を支える背景，流通上の役割・位置づけの違い，他地域との結び付きや

圏域の広がりと言った知見を生かすことで，より適切に，効果的に関係地域・主体の特性

や資源，魅力を活かした水産業に関わる活動地域の形成，流通展開や市場の選択の検討や

取組みに貢献できる． 

上述とともに，特に第 2 点目の課題への対応に関わって，品質や産地の違いや，商品利

用により得られる満足感が，需要者から要求，重要視されている．商品自体の有する特性

のほか，部位や魚種ごと，あるいは地域による用途の違いや消費動向なども関係して，異

なる流通展開が発生する（例えばふかひれ貿易（Fohng and Anderson 2000；Stefania 2000））．

レストランと魚屋での商品選択行動の考察（Anderson and Bettencourt 1993）のように，同じ

サケ・マス類でも買い手の品質に対する評価視点に違いがあり，それに応じた購入行動が

発生する．また，販売技術の改善の影響，あるいは季節ごとの行事や流行，生活・文化的

側面の影響など，需要側の要因から供給に変動が生じる場合もある．量販店による水産物

販売や，養殖品・冷凍品・調製品の利用にともなう流通構造の変化（Goulding 1985；Symes 
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and Maddock 1990；Bjórndal et al 1992）や，健康志向からの需要増加（Goulding 1985），残

留薬品問題を契機とした天然品への需要発生（Skladany and Harris 1995），文化や慣習が販

売・消費に及ぼす影響（Gaston and Storey 1967；Goulding 1985；Chetrick 2003）は，日本だ

けでなく各国でも発生し，注目されてきた． 

今日の日本でも，国産生鮮品のほか輸入品や養殖品，冷凍品，調製品など多様な形態の

水産物が利用され，量販店や外食・中食産業による安定的で規格化された商品の提供を受

けている．食料供給に関しては，大量流通や消費の利便性を達成するために，グローバリ

ゼーションや産業化，平準化が進展し，輸入品の利用機会が増加した．このため地理学を

含む食料供給に関わる従前の研究では，グローバル化や産業化，平準化の過程，この動向

に関連の強い食品への関心が強かった（Murdoch et al. 2000；Mansfield 2003）．しかし一方

で，近年，脱グローバル化（De-globalization）や国産農産品に対する再評価や利用の促進に

転じる動き（Nygård and Storstad 1998），最終消費者の健康や品質へ関心の高まりを考慮し，

食品のもつ性質や地域性への関心・ニーズを活かすような動向（fragmentation）（Murdoch et 

al. 2000）が出現している．グローバル化とこれら身近な地域に注目した流通展開とは，相

互関係がある．食品の供給過程の産業化が進行すればするほど，流通や品質に対する最終

消費者の不安が増す．その結果，多くの最終消費者がより生産や流通の様子が把握できる

（「顔の見える」）食品に関心を向けるようになる（Nygård and Storstad 1998；Murdoch et al 

2000；高橋 2002；池田 2005）ためである．あわせて，Quality of Life (QOL)や Lifestyle of Health 

and Sustainability (LOHAS)といったキーワードが注目されるように，人々の間でより豊かな

ライフスタイルや，環境や健康への関心の高まりもみられる．今日では，最終消費者にと

って消費行動は購入の時点で完結するのではなく，よりよいライフスタイルの創造を目指

すものとなっている．商品選択や食を規定する要因として，価格条件の影響もあるが，む

しろ自分自身の価値や態度（「健康志向」「食の安心・安全」「環境への配慮」などへの関心）

やそれを支える品質が強調される（秋谷 1988；Nygård and Storstad 1998；波積 2002）． 

商品の品質には，商品自体が有する本来的特性だけでなく，生産過程とその周囲に発生

する状態（生産者の環境や倫理に対する姿勢，作業内容など）やその食品の産地の特性も

包含される（Nygård and Storstad 1998；Murdoch et al. 2000）．それら品質に関わる多様な観

点から，商品は需要者に注目される．供給にあたっても，単に価格を設定し，法令を遵守

して，量目を表示した食料品を販売するだけでは，最終消費者の積極的な食意識に応える

ことはできない（秋谷 1988；波積 2002）．Ilbery and Kneafsey (2000)や高柳（2006）が指摘

するように，品質に関する概念とそれを踏まえた購買判断は，外見や食味，栄養，品種な

ど食品が本来的に有する性質と，流通関係者のあいだの連携や商品の社会の中での評価な
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ど社会的関係性の影響との，不可分の相互関係により形成される．品質は，生産者自身が

規定するだけでなく，需要者の評価や各時代に発生した食品に関わる課題を克服する要求

への対応などを含め，社会的に規定される側面もある．“健康的”“伝統的”など社会的に

構築された価値が付加されて，地域特産品・地域に根ざした食品は意味づけられ，特定の

産地・地域と結びつき，食品の品質は示される． 

地域的源泉の明示，保証への取組みが，人々の自地域やそこの食品への愛着，支持を引

き出す可能性もある．地域特産品への関心を高める需要者の態度変化は，地域経済の振興

やそれを原動力とした地域形成の好機にもなり得る（Ilbery and Kneafsey 2000）．関係者の

取組みや品質の高さから，ローカルな生産活動や国産品も需要者から評価され，流通にお

ける生産者の交渉力を向上させ，産地の活動を維持できている例も報告されている（Nygård 

and Storstad 1998；Murdoch et al. 2000；竹ノ内 2004）．特産品，流通規模が小規模な商品だ

けが品質の差による影響を受けるわけではない．Mansfield(2003)は，グローバル化や産業化

の進展した世界のスリミ加工・貿易について活動展開や，製品の普及過程，地域による需

要や利用魚種の違いを考察した．そして，品質の違いやそれから生じる評価・利用形態の

地域差が流通の展開や構造に与える影響に一層着目して考察する“質の地理学（Geography 

of Quality）”の充実を提唱している． 

以上の状況にあって，水産物流通の考察を進める上でも，品質や産地，商品内容の特徴

や差異，需要者のニーズや行動が流通展開に与える影響に対し，ますますの考慮が望まれ

る．それぞれの地域・主体が扱う水産製品が，適切な，より優位な評価を受け，販路が確

保されることは，安定した経営や産地の維持を実現する上で不可欠である．そのために，

関係者はどのような流通展開を選択し，商品の扱いに関わる対策や工夫をしているか．ま

た，自らの水産物が有する品質特性をいかに活用，説明し，維持，管理して商品や地域の

流通上の評価の向上に努めているか．あるいは，自地域の商品がもつ品質の特徴がどのよ

うに活用できるだろうか．流通経路の解明とあわせて，これら関係者の活動や戦略・工夫

とその背景，効果と，その結果構築，獲得される関係主体や地域の役割や評価についても

注目すべきであろう（例えば，林 2009）． 

同時に，各地でどのような水産物に対する嗜好や評価，期待などが存在し，その結果と

してどのような購入行動や食行動が成立し，食材の普及・定着がみられるのか，この点の

研究は手薄であった．しかしこれらの側面の考察からは，食の地域性や食料供給を通じた

地域課題を見取ることが可能であるし，望ましい流通のかたち食の在り方や，ニーズに即

した新しい商品や流通形態の開発の開発に資する情報を提示できる．消費動向や消費にみ

られる地域性，人々の食品の受容に関する特性や過程などを明らかにしていくことも，流
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通・消費現象のより深い理解や改善の一助となる（たとえは，今田・藤田 2003；Hayashi 

2003；中澤・三田 2004；清水 2008；中村 2009，2012；林 2011；橋村 2012）．冒頭でも触

れたように，受け手の存在や影響があってこその流通活動，流通構造の構築，変容である．

水産物流通の総合的な理解と発展，より現実的な課題の検討，地域に根差した活動の構築

のためにも，今後は消費現象の地域性や商品の普及・定着過程，地域差とその背景にも注

目を向けるべきである． 

あわせて，これまでの供給者と需要者との関わりやそれに関する研究では，販売段階の

活動に注目し，最終消費者のニーズとの適合程度，販売方法・戦略の検証とその改善策の

案出が中心であった．今後は一歩踏み込んで，社会構造や最終消費者の行動の変化なども

鑑み，水産業活動や自らの商品・地域をいかに説明し，適切な理解や継続的な支持，購入

に至る需要者を確保するかなど，産業や地域の支援者の育成に関わる活動の在り方や可能

性に一層関心，努力を向けることも，関係者が優位な評価や販路の獲得を検討する上で有

益と考えられる．逆に最終消費者の側にあっても，自身にとって必要,適切な購入，より充

実した消費行動を実現するために，水産業，水産物についてより多くの情報を基に学習し，

妥当な選択をすることが重要と言える．例えば，荒木（2006）の事例にみるように，流通

上の課題の発生や手法の開発，選択は，そのすべてが生産や流通に従事する主体の責任に

帰するものではなく，最終消費者のニーズや態度，行動などからも多分に影響を受けて発

生している．その点を考慮すると，水産物流通研究においても最終消費者への働きかけや

学習機会の設置への注目や配慮は重要である（例えば，林 2007a；若林 2008；林 2009）．

学習機会の重要性に関わっては，人びとが水産業や水産物流通に関わって学習する機会が

どこにどのように存在しているか，どのようにそれを活用できる可能性があるか・展開し

ているか，といったことも，関係者が考慮すべき，関心を向けるべき側面ではなかろうか

（例えば，口羽・玉川 2001；林 2002a；岡崎 2003；關 2003）． 

 

4.2 研究対象に関わる課題と考えられる改善策 

 

研究対象に関する残された課題には，以下の 3 点が挙げられる． 

第 1 に，従来の研究では，特定魚種の大量水揚げに支えられた大規模漁港のように活動

が拡大，発展の方向にあるものを対象とした取り組みが多い．Shinohara（1994）で示され

た水産業空間でも，水揚げや漁船，関係施設などが集中した漁港漁業こそが水産業活動の

重要拠点と位置づけられている．しかし林（2007b）で確認したように，今日の国内漁業生

産は，全体的に縮小傾向にある．水揚量が落ちこむ中，活動の縮小や再編に直面する漁港
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なども多数存在する．従来注目してきた漁港漁業についても，近年研究の継続が乏しい．

活動の原資となる資源が縮小，減少するなかで，関係地域・主体が流通上の優位な役割・

位置づけを獲得，維持するためにはどのような対応や工夫，新たな戦略が必要なのだろう

か．発展基盤が揺らいだ場合，流通の構造や特徴をどう転換して活動を維持，開拓し，自

商品・地域の（新たな）価値の創出に取り組むのだろうか．より現実的な水産物流通，水

産業界の理解や抱える課題の検討のためには，これらの点にも関心を向けるべきである（例

えば，林 2001）． 

第 2 に，従前の研究は漁港漁業を主な考察対象としていたため，漁獲規模の大きな魚種

への注目に偏っていた．多獲性魚種の大量水揚げに支えられた漁港を核とした流通以外の

場では，注目に価する特色ある流通や活動の工夫は実現されないのであろうか．土井（1977）

は，漁港は漁業の発達や特色に対応した規模と諸施設を必要とし，また発展させるとして

いる．各漁港には，水揚量もしくは金額において突出するいわゆる“顔”となる魚種があ

り，その特性を活かした活動を行うことで特色ある水産業活動・地域が形成される．各漁

港や産地の特徴となる魚種は様々で，例えば少量高価格な魚種を扱う場合も考えられる（例

えば，林 1998，2009）．水産業活動をより深く広く解明するためには，多獲性魚種や大型

魚の大量水揚港以外での活動展開も取り上げる必要がある． 

また，Shinohara（1994）が示した構造図の漁獲空間のなかには，養殖業者は含まれてい

ない．魚種によっては，養殖物も流通上重要な役割を担っている（例えば，林 2003）．各

漁港の特徴を生み出す魚種は様々で，価値創出が可能となる扱われる魚種の特徴や扱う手

法も多様である（例えば，深瀬 2007）．近年では，6 次産業化への取り組み，地域ブランド

の創造，地域間あるいは主体間の交流のように，新しい流通スタイルの活用など各漁港・

産地での取り組みもみられる（たとえば，日高 2007；篠原 2005；婁 2012；深瀬 2007；濱

田 2011）． 

そして第 3 に，水産物輸入が考慮されていない点である．水産物流通の構造の変化にお

ける大きな特徴として，輸入の増加が挙げられる．近年では，国内漁業生産量 600 万 t 程度

に対して，水産物の輸入量は 300 万 t 程度である．今日の日本の水産業において，輸入水産

物の存在は無視できない．水産業活動や水産物流通について検討する際に，輸入活動や輸

入増加にともなう流通機構の変化や輸入活動に関わりがある地域・商材に関わる活動の展

開や，それら活動が流通全体に対して発揮している役割と関係地域に与えている位置づけ

について，解明し，評価することは重要な課題である（例えば，林 2001, 2002c, 2003；Hayashi 

2007）． 

関連して，諸外国からの日本への輸出される水産物は，日本市場の需要条件への適応を
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余儀なくされ，それが輸出国での生産条件や自国内の水産物消費の構造にまで影響を与え，

海外生産地域の間での競争や主要地域の移動を引き起こしている（例えば，Skladany and 

Harris 1995;倉田 1997；鈴木 1997；張 1997；山尾・鳥居 2000；Phyne and Mansilla 2003；

鳥居・日高 2005）．資源状況や，生産国の国内生産や需要の状況，競合国との関係など諸

条件の変化により，輸出国の関連活動や産業構造，供給などに変化が生じる場合もある（例

えば，張 1994，1997；林 2002b，d；白・中居 2005）．さらに近年では，外部不経済の発

生や環境問題との関連，フードマイレージなど生産・流通に要するエネルギーの問題など

の観点から，輸入活動のあり方に警鐘を鳴らす研究成果もみられる（例えば，川辺 2001，

2004；中田 2004；南ほか 2004）．今後の研究では，これらの側面にも関心を向けることが

求められよう． 

輸入の増加に対応して，漁業経済分野では輸入活動の展開や，国内水産業や販売・消費

動向に対する輸入の影響にも関心を向けた研究が取り組まれてきた（例えば，秋谷 1997；

金・片岡 1998；有路 2000；本多・小野 2000）．しかしそれらも，エビやサケのように主

として流通規模が大きい魚種，もともと国内で一定規模の生産・利用があった魚種や，需

要者に国産品が認知されていて同種・類似種の輸入が後に増加した魚種を対象とした研究

が主である（増井 1995；佐野 2003；多屋 2003；中居 2003b）．今日の流通の特徴を検討

するには，扱われる品目・形態の多様化を考慮し，様々な魚種へ注目することが望まれる

（山尾 1997；前潟 1998；増井 2003）． 

水産物輸入に関わる地理学での取り組みは，田中（1980，1982）などわずかしかなく，

輸入水産物に関わる地域の特徴や分布，関連地域の広がりを析出，整理するに至っていな

い．流通構造の解明にあたっては，国内水産物の考察と同様に，活動主体である輸入業者

らの行動に着目することが有効な手段と考えられる．あわせて，農業地理学分野で取り組

まれているように（川久保 1996；後藤 1998；後藤 2001，2006；高柳 2004），輸入品の増

加，普及が国産品の流通展開，産地の対応や位置づけなどに与えた影響にも注目すること

で（例えば，林 2003，2009），地域水産業の活動改善や輸入品を活用した新たな活動地域

の形成を考える上で有益な視点を得ることができる． 

 

付記 

本稿は，2009 年に提出した博士論文（日本の水産物流通に関する地域形成論的研究 －消費や発展

基盤の変化に即した地位の確立に注目して―（京都大学））に収録した序論の一部を基に，若干の加筆

と再構成をした． 
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Abstract 

The author reviews studies on seafood distribution for Japanese market from 1970s to early 2000s, 

focused on those subject, purpose, method and characteristics of contents from the viewpoint of the 

geography. Through this review, the important notice and subjects for future studies are exposed. 
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